
岐阜県新型コロナウイルス感染症対策特別事業実施要綱 

 

１ 目的 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策のため、県内において児童福祉法

（昭和２２年法律第１６４号）第６条の２の２第２項に規定する児童発達支援、同条

第４項に規定する放課後等デイサービス、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５条第１３項に規定する就労移

行支援又は障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則

（平成１８年厚生労働省令第１９号）第６条の１０に規定する就労継続支援Ａ型若し

くは就労継続支援Ｂ型の供与を行う事業を行う者が行う多様な支援を推進するため

に必要な経費を補助することを目的とする。 

 

２ 実施主体 

３に定める事業の実施要領による。 

 

３ 事業の実施 

実施主体は、次に掲げる事業を実施要領に基づき実施することができるものとする。 

（１）生産活動活性化支援事業（別紙１） 

（２）就労系障害福祉サービス事業所におけるテレワーク導入支援事業（別紙２） 

（３）発達障害児・者に対する専用ＶＲ機器等を活用したソーシャルスキルトレー

ニングによる学習等支援事業（別紙３） 

 

４ その他 

補助対象経費のうち、県から他の補助金等の交付を受けているものについては、本

事業の対象としない。 

 

５ 経費の補助 

県は、本事業に要する経費について、別に定める交付要綱に基づき、予算の範囲内

で補助するものとする。 

 

 

 


